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労働組合の社会的・国民的課題への
取り組みについて

白石 利政 ●労働調査協議会・常務理事

しらいし としまさ

 

はじめに

労働運動のバロメーターといわれる労働組合の

組織率は19.6％（2003年）で、２割を割り込み過

去最低を記録した。そして、昨今の常用雇用の減、

パートタイム労働など非正規従業員の増は、労働

組合の組織されている工場（事業所）の塀（建物）

のなかにおける未組織労働者問題を顕在化させて

いる。

石川（2003年）の企業内影響力調査（調査時期

は1978年、1988年、2000年）では、①労働組合の

人事関連事項、作業関連事項、労働関連事項への

影響力は好不況にかなり左右され、不況期にはそ

の影響力が抑制されていること、②同じ不況期で

も2000年時点における影響力は1978年時点より低

いこと、つまり「現在の不況の中で労働組合はオ

イルショック不況の頃よりも影響力が小さくなっ

ている」ことが明らかにされている。

企業内における労働組合の空洞化が進んでお

り、その再生が問われていることになるが、朝日

新聞の2000年の社説、シリーズ世紀を築く・28

（2000年１月30日）の見出しは、労働運動の再生、

助け合いの原点に戻るであった。また『ひろばユ

ニオン』（2003年４月号）の扉のことばでは、「労

働運動が塀の中の組合活動（企業内）にひきこも

り、社会運動としての側面をどんどん失ってきて

しまった……労働問題を社会問題として今一度再

生させねば、勤労者の未来は暗い」とのコメント

がつけられている。

労働組合再生のためには、企業内組合活動に労

働組合運動としての役割を取り戻すことの大切さ

を指摘する声は大きい。しかし、現在、産業・企

業のリストラへの対応や組合員のニーズの多様

化、組合財政悪化などのもとで、労働組合活動の

「集中と選択」が進められ、社会的・国民的課題

は見直しの対象となっている。

本稿では、必要性が強調される割には取り組み

が進まない労働組合の社会・国民的課題への取り

組みに焦点をあて、当面している課題を検討して

いくことにする。検討のために使用したデータは、

（社）現代総合研究集団と法政大学大原社会問題

研究所の共同調査「21世紀『労働組合に未来はあ

るか？』（2003年）」である。

１．調査結果の概要

労働組合が社会問題に取り組むことの大切さを示

唆する結果は社会的怒りの受け皿についての回答

に表れている。設問は、「あなたが、社会に怒り
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を持って声をあげたいとき、頼りになるのはどれ

ですか」（複数回答。13項目プラス「頼りになる

ものはない」）である。

そのトップは「労働組合」（42％）であり、これ

は「市民運動」（20％）や「政党」（17％）、「国

や自治体」（11％）を大きく引き離している。と

同時に、「頼りになるものはない」（29％）にも

少なくない回答が集っている点にも留意しておか

なければならない。

この課題については、組合役員の経験別と年齢

別で違いがみられる。現在役員層や40代以降では

労働組合を挙げる人が半数を占めているものの、

組合役員の経験なし層や34歳以下の青年層では

「頼りになるものはない」が４割を占め、際立っ

た違いをみせているからである。つまり、労働組

合の社会問題に対する期待には、組合役員の経験

の有無や35歳前後で、かなり明白な線が引けると

いうことである（第１表、第１図）。
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第１表 社会的怒りの受け皿

第１図 社会的怒りの受け皿

以上のことを踏まえて、労働組合の社会・国民

的課題について調査結果を概観していくことにす

る。この共同調査では①労働組合が個別の企業内

のみならず、広く社会的・国民的な課題に取り組

むことについての是非と、②この取り組み＜肯

定＞者からみた「取り組むべき」理由、および③

取り組み＜否定＞者からみた「取り組むべきでな

い」理由、を尋ねている。
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労働組合が広く社会的・国民的な課題へ取り組

むことについては広く支持されている。第２図か

ら明らかなように＜肯定＞は87％で、＜否定＞の

12％との差は歴然としている。このことは組合役

員の経験別にみても変わりはなく、＜肯定＞は組

合役員の経験なし層でも８割を超え、過去に経験

した人や現在役員層では９割近くにもなってい

る。

この＜肯定＞の内訳で注目される点は、「経済

的生活課題に絞り取り組むべき」（経済問題限定

派。65％）が「政治的課題も含め広く取り組むべ

き」（政治問題包含派。22％）を大きく上回って

いることである。組合役員経験別でみても同様の

結果が確認される。

つぎに、これらの取り組みの＜肯定＞と＜否

定＞の理由を整理しておくことにする。

＜肯定＞（＝100％。９項目・複数回答）のトッ

プは「組合員の利益につながる」（55％）である。

これに「労働組合も地域や社会の構成員」（43％）

や「労働組合の役割や任務だから」（41％）、「社

会性がなければ生き延びていけない」（32％）と

いった組合活動の役割や社会性に関連した理由が

挙げられている。組合役員の経験別では、現在組

合役員層で組合活動の役割や社会性を、また経験

なし層で組合活動活性化を、挙げる人が多い。

一方、全体では１割強と少ない＜否定＞（＝100

％。９項目・複数回答）では、「労働組合の役割

や任務から外れる」（56％）、「組織内での合意が

難しい」（33％）などがその理由となっている（第

２表）。

なお、第３図は組合の社会的・国民的取り組み

を＜肯定＞している人の内訳別に理由を図示した

ものである（組合の活性化と組合の役割は、とも

にそれぞれ３割、４割で差異が無いため掲示を省

略した）。

政治的課題包含派は「労働組合も地域の構成員」

（60％）や「社会性がなければ生き延びていけな

い」（47％）を挙げる人が多く、経済問題限定派

をそれぞれ23ポイント、20ポイント引き離してい

る。
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第２図 労働組合の社会的・国民的課題への取り組みについて
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第２表 労働組合が社会的・国民的な課題に取り組むことを＜肯定＞、＜否定＞する理由

第３図 労働組合の社会的・国民的課題取り組み＜肯定＞の内訳別にみた理由

これに対して、経済問題限定派は、「組合員の

利益につながる」（61％）の多さが図抜けている。

しかし、この経済問題限定派においても、「組合

員の利益」のみを挙げ他の理由を全く挙げていな

い人は106人（13％）にとどまっており、「社会

性がなければ生き延びていけない」と「労働組合

も地域や社会の構成員」のいずれかを選んだ人は

419人（51％）にもなる（図表省略）。

要約すれば、労働組合の社会的・国民的課題へ

の取り組みは広く支持されていること、取り組み

のスタンスは経済問題限定派が政治問題包含派を

上回っているものの、経済問題限定派のなかにも、

組合員の利益のみに固執している人は僅か１割で

しかなく、地域や社会に目配りしている人が多く
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含まれている、ということになる。

２．組合の社会的・国民的課題へ

の取り組み評価の背景

以上、組合の社会的・国民的課題への取り組み

について紹介してきた。それでは、このような評

価の生まれてくる背景はどのようになっているの

であろうか。ここでは、対象を民間労組に絞り、

①肯定・否定の違い、②肯定のなかでの政治的課

題包含派と経済問題限定派の違い、をロジス

ティック回帰分析で推計してみることにする。

説明変数として取りだしたのは21変数である。

その内訳は、男性（ダミー）、年齢（ダミー・29

歳以下、30代前半、30代後半、40代前半、40代後

半、50代前半）､学歴（ダミー・高卒、大卒以上）、

業種（ダミー・製造業）、企業規模（１．10,000

人未満、２．10,000人以上）、職種（ダミー・現

業技能、事務営業、技術専門）、組合役員の経験

（ダミー・経験なし、現在役員）、会社への信頼

・現在（５.信頼している～１．信頼していない）、

組合への信頼・現在（５.信頼している～１．信

頼していない）、怒りの受け皿（ダミー・組合、

ＮＰＯ＋ボランティア団体、市民・地域運動＋趣

味などのサークル＋町内会）である。第３表は、

有意水準を20％に設定し、ステップワイズ法で実

行した推計結果である。

(1) 組合の社会的・国民的取り組み評価の背景

まず組合の社会的・国民的取り組みの＜肯定＞

と＜否定＞を分けている要因を探ってみる。有意

水準５パーセントでみると、21変数のなかから４

つの変数が残り、各独立変数に対するオッズ比（そ

の他の説明変数の条件が一定であると仮定した場

合の値）の大きさに注目すると、社会的怒りの受

け皿で組合やＮＰＯ・ボランティア団体などを挙

げている人、及び労働組合を信頼している人では

＜肯定＞との、これとは対照的に技術・専門職の

人では＜否定＞との、相関が確認できる。

もうひとつの課題である、社会的・国民的取り

組みを＜肯定＞している人のうち政治問題包含派

と経済問題限定派を分けている要因については、

同じく有意水準５パーセントでみると21変数のな

かから６変数が残り、政治問題包含派は、先と同

じく社会的怒りの受け皿で組合やＮＰＯ・ボラン

ティア団体などを挙げている人、及び労働組合を

信頼している人であり、これらに加えて大企業で

働いている人で有意の相関が確認される。これに

対し、経済問題限定派の支持層は大卒以上の高学

歴層と現在組合役員をしている人であることがわ

かる。

このような推計結果を要約すると、労働組合の

社会的・国民的取り組みには労働組合に対する信

頼感や組合の役割への期待が影響していることが

わかる。

また技術・専門職は組合の社会的・国民的取り

組みに批判的であり、高学歴層は経済問題限定派

が多いようである。これらには、社会や国民的課

題への関心や視野の広さ、それらを組合ルートで

改善しようという期待の強弱が影響しているので

あろう。

さらに、大企業で働いている人は政治問題包含

派と、そして現在組合役員層は経済問題限定派と

の相関がみられた。これには組合の社会的・国民

的取り組みの現状が反映しているのではなかろう

か。

組合の活動度は組合の規模による差が大きい。

小規模組合ほど活動領域は狭くなる。この点につ

いては電機連合（2002）の「小さな大労組」研究

の結果が参考になる。それによると、組合の取組

課題（23項目）の実現度をもとに活動度を高・中
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・低の三つのグループに分けたさい、低グループ

に分類されたのは組合員数1,000人以上（70組合）

では13％でしかないのに対し、500～999人（29組

合）では35％、300～499（25組合）では44％、そ

して300人未満（38組合）では68％にも達してい

る。労働組合の活動度が低くなればなるほど、労

働組合の取り組みは個別企業内での賃金や労働諸

条件に絞られ、社会的・国民的課題への取り組み

は難しくなる。先の結果にはこのような現状が反

映しているということであろう。

また現在組合役員層ほど経済問題限定派との相

関がみられた。一般的には、組合の役割や活動に

ついての理解の深い役員層の結果であるだけに奇

異な感じがするが、これにも労働組合規模が影響

しているようである。

現在組合役員の政治問題包含派の回答を企業規

模別でみると、10,000人の31％に対し、5,000～

9,999人では20％、3,000～4,999人では15％、1,000

～2,999人では16％、999人以下では18％で、同じ

現在組合役員層であっても、１万人以上とそれ未

満とでは傾向的な差がみられる。

つまり、民間労組の組合役員で政治問題包含派

の減・経済問題限定派の増は、１万人未満の組合

役員の声をより強く反映した結果ということにな

る。これは、国政選挙や都道府県レベルの選挙で

候補者を立てて積極的取り組んでいるのは「巨大」

企業の労働組合であり、その他の規模の労働組合

におけるこれらの課題への自粛、経済問題への限

定が影響しているように思われる。労働組合の政

治問題への取り組みが「選挙」活動などに狭く限

定されているとしたら、組合員の政治的主張や社

会的怒りの受け皿の役割を果たすためにも、見直

しの時期にきている。

  

取り組み肯定・否定の推計 （民間）

推定値 SE Pr>χ2 オッズ比 95％信頼区間

-0.336 0.189 0.075 0.715 0.494～1.034

0.336 0.192 0.081 1.399 0.960～2.039

-0.595 0.197 0.003 ** 0.552 0.375～0.812

0.140 0.096 0.144 1.151 0.953～1.389

0.273 0.098 0.006 ** 1.314 1.084～1.594

組合（ダミー） 1.311 0.265 <0.000 ** 3.711 2.210～6.232

ＮＰＯやボランティア団体（ダミー） 0.589 0.295 0.046 * 1.802 1.011～3.211
** : <0.01  * : <0.05

N=1,158

政治的課題肯定・否定の推計 （民間）

推定値 SE Pr>χ2 オッズ比 95％信頼区間

-0.391 0.165 0.018 * 0.676 0.489～0.935

0.385 0.154 0.012 * 1.470 1.088～1.985

-0.299 0.193 0.121 0.741 0.508～1.082

-0.346 0.164 0.035 * 0.708 0.513～0.975

0.206 0.099 0.037 * 1.228 1.013～1.490

組合（ダミー） 0.890 0.170 <0.000 ** 2.434 1.744～3.397

ＮＰＯやボランティア団体（ダミー） 0.392 0.165 0.017 * 1.479 1.072～2.042
** : <0.01  * : <0.05

N=1,010

怒
り

の
受

け
皿

職種・技術・専門職（ダミー）

会社への信頼・現在

怒
り

の
受

け
皿

組合への信頼・現在

職種・技術・専門職（ダミー）

組合役員・現在役員（ダミー）

学歴・大卒以上（ダミー）

企業規模

学歴・大卒以上

組合への信頼・現在

企業規模

第３表 労働組合の社会的・国民的取り組み
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▲

特 別 寄 稿

小 括

連合（2002年）「21世紀社会保障ビジョン」の結

びでは、「働く人々の暮らしに安心を保障する福

祉・社会保障の将来を展望しようとすれば、個々

の企業や家計の枠を越えた助け合いのネットワー

クを編み上げるほかない。それは、空疎で手垢に

まみれ片隅に追いやられてきたかにみえる『社会

連帯』という言葉の内実をもう一度建て直すこと

につながっている。労働組合はその原点に立ち

戻って、自らの組織、体質、行動を基礎から見直

し、社会の中での存在を再確立することが切実に

求められている。その行動に一人ひとりの組合員

の自主的な参加を促し、それを通じて個々人が社

会に生きる人間としての自覚と責任を自らのもの

とする道筋を示すことは，21世紀の労働組合の存

在意義を問う試金石となっている」と謳っている。

この呼びかけに応えるためにはどうしたらよいの

であろうか。

この共同調査から、労働組合の社会的・国民的

課題への取り組みを大半に人が支持しており、そ

の支持のスタンスは経済問題限定派が多数である

が、そこにおいても地域や社会に配慮している人

の多いことが明らかになっている。今後、この課

題への取り組みを改善するに当たって、ここでは

つぎの二つの点を指摘しておきたい。

① 組合がこの社会的・国民的取り組みを呼びか

けるにあたって組合員を引き付けるためには、

組合員の労働組合に対する信頼感や組合の役割

についての認識が不可欠である。この点は、今

日、産業・企業の構造改革、売れ筋商品の開発

と販売の強化のなかで増えている技術・専門職

や高学歴層への対処のさい、とりわけその大切

さを増すことになる（注）。

② 中堅・中小組合が参加でき、経済問題限定派

中の地域や社会配慮派の気持ちを汲んだ社会的

・国民的取り組みのメニューづくりと運動スタ

イルの工夫が求められている。

注

白石（2003）は、労働調査協議会「次代のユニオンリーダー調査」中の労働組合の社会的課題に関する四つの設問を

検討して、社会的・国民的課題に思いを馳せている人は「会社・仕事人間」ではなく、仕事と生活のバランスを大切に

し、組合メンバー以外の人にも思いやりの気持ちを持っている人、そして組合を信頼している人たちであることを指摘

している。
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